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１．調査の目的 
本調査では、世界及び日本の経済・社会や産業・企業立地の動向や今後を見据えた市の将来像を展望し、

本市の強みを生かし、雇用・税収を増加させる企業の姿を明らかにするとともに、そうした企業の立地促
進を図るための本市の産業用地の活用可能性を調査・分析することを目的とした基礎的調査として実施す
るものである。 

【調査の目的】 
 国内・海外の産業動向及び松戸市の特性から、松戸市への企業立地・集積に向けた工業のあり方と産

業分野を明確にする 
 企業立地・集積に向けた企業誘致戦略と事業可能性を明確にする 
 企業立地のための適正用地及び立地による経済波及効果を分析し、松戸市として取り組むべき支援策

を明らかにする 

２．調査の流れ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

序 章 調査の目的と流れ 

 
第５章 候補地の評価 
絞り込んだ産業分野の誘致・立地実現に向け、企業ニーズ等を踏まえたうえで、市内の候補地の規制上の事業
可能性、周辺環境(アクセス性、宅地化状況)、事業費から評価する。 
さらに、誘致・立地により松戸市に生じる効果(経済波及効果、雇用創出効果、税収効果)について算出する。 

 
第１章 松戸市の産業振興を図るうえで必
要な諸条件等の整理 
国・県の産業政策、世界及び日本の経済・社会動向
と産業・企業立地動向から、今後、成長が期待できる
有望産業とそれら産業の今後の立地特性を整理する。 

 
第２章 松戸市の産業振興に係る事項の整理 
松戸市の産業構造や既存工業エリアの概要・現状な

どを整理したうえで、今後の松戸市の産業の課題を

整理する。 

 
第３章 松戸の特徴を生かした立地・集積を図る産業分野等の絞込み 
松戸市への立地が期待できる有望産業で、かつ質の高い雇用と高い税収を生み出すとともに、市内企業との
相乗効果を発揮して松戸市の産業の課題解決にも波及する産業分野を絞り込む。 

 
第４章 企業ニーズ調査 
有望産業の企業を対象にアンケート調査を実施し、企業が抱える課題や今後の事業展開、松戸市の立地環境
に対する評価と求める支援に関するニーズを把握する。 

 
第６章 まとめと今後の検討課題 
松戸市の産業政策において新産業用地が生み出す効果や、誘致・立地実現に向けて今後松戸市が企業に提供す
べき魅力となるコンセプト、魅力の創出・向上に必要な戦略及び重要施策をまとめる。 
コンセプト・戦略・重要施策が新産業用地創出に係るデベロッパーや進出事業者、松戸市に与えるメリットを
検討し、その有効性を検証する。 
新産業用地の事業化を図る場合に適切な事業化手法を検討するとともに、手続き等の実現プロセス・ロードマ
ップを作成する。 
最後に、松戸市の工業が今後長期的に成長・発展していくために求められるあり方について検討する。 
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国及び県の産業政策や世界の経済動向から、本市の産業振興において発展性の高い有望産業を整理した。 

１．国及び県の産業政策 

 

 

 

 

 

・人手不足や新型コロナウイルスにより顕在化した３密リスクを受けた IoT の活用(産業用ロボット、
電子部品・デバイス、医療機器) 

・世界的な生活習慣病の増加などによる健康医療分野の拡大を受けたバイオテクノロジー(医薬品、加
工食品、健康機器、業務用機械器具) 

・SDGs の策定など、経済合理性と環境適正を両立させた炭素循環社会の実現を世界共通で目指すこ
とを受けたバイオ素材(化学工業) など 

２．世界及び国内の経済・社会動向、産業動向 
 

・生産額や販売台数シェアの高い「工作機械・ロボット」 
・貿易黒字を上げる半導体を中心とした「電子部品・デバイス」 
・欧米での輸入比率が高く、今後の世界的高齢化の進展による伸びが期待される「医薬品」 
・診断機器で一定の国際競争力を有する「医療機器」 
・世界で需要の伸びが予測される「加工食品」 
・輸出額、貿易黒字額ともに最大の「自動車」 
・非製造業：「通信」 など 

３．地域別の産業動向・企業立地動向 

・１都３県においては、食料品や金属製品といった、市場近接型の産業、部素材生産分野の立地割合が
高く、千葉県では特にその傾向が強い。 

・最も重要な立地理由は、ほぼ全ての業種で「本社・他の自社工場への近接性」、その他は「地価」、「工
業団地である」が主な理由。 

・本社所在地に工場が設置される割合が高い。本社所在地が東京の企業は千葉県、神奈川県、埼玉県を
中心に工場を分散立地。 

・過去 10 年間の工場、研究所の立地動向・要因分析では、外環道沿線・内側に工場の６割弱、研究所の
８割超が立地。 

・国内主要メーカーの拠点配置状況では、工場は生産コストに占める人件費の高さから地方都市、研究
所は高度人材確保の必要性や企業・大学・研究機関との連携から大都市に設置している傾向。 

2030年代に向け、【目指すべき将来像】Society5.0 
【必要な産業】Connected Industries 
【必要な技術】第 4 次産業革命 

産業政策における重点 5分野：「自動走行・モビリティサービス」「ものづくり・ロボティクス」 
「バイオ・素材」「プラント・インフラ保安」「スマートライフ」 

主要な解決すべき課題：「エネルギー・CO₂問題」「水・食糧不足」「超高齢化社会の QОL」 
「労働力不足」「移動の自由」「言葉の壁」 

           ⇒製造業は IT・サービスとの連携が重要 

 

第１章 松戸市の産業振興を図るうえで必要な諸条件等の整理 

【重点産業領域】 

【成長が期待できる分野】 
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・市内には県内でも有数の製造品出荷額を誇る 3か所の工業団地が存在しているが、近年の推移で見 
ると事業者数、製造品出荷額等は減少している。 

・今後企業の立地が考えられる低未利用地は、1,000 ㎡未満の小規模な用地が多く、5,000㎡以上の 
用地はほとんど存在しない。 

・低未利用地を有効活用するためには、市独自の制度を活用した再投資支援及び有望産業の立地促 
進を図る必要がある。 

・緑地面積率の緩和等も効果的な手段となり得るが、抜本的な課題解決の方向性としては、新産業用
地創出の検討が必要。 

 

松戸市の産業構造や既存工業エリアの概要・現状から、今後の松戸市の産業の課題を整理した。 

１．松戸市の産業政策 
・企業活動の活性化及びバランスのある産業構造の確保。付加価値の高い製品の製造業の誘致と土地の
有効活用(後期基本計画) 

・地域経済を支える産業活動の活性化～市民の暮らしを支える商工業等の振興～(商工業等振興方針) 
・雇用の拡大及び税収の確保、ものづくり関連産業、食品関連産業、バイオ・ライフサイエンス関連産
業及び IT・エレクトロニクス関連産業等を中心に誘致活動を行う（松戸市企業立地促進基本方針） 

２．松戸市の産業構造 
・卸売業・小売業が売上高の 47.4％（約 8,388 億円）、製造業が 27.4％（約 4,843億円）を占めており、 
主要産業となっている。 

   ・過去 5年間の事業者数、売上高の変化を見ると、医療・福祉が特に増加しており、高齢者の増加及び 
   ・サービスの多様化に伴い、今後も成長が予測される。 

・製造業は、全産業に対する就業者数割合や売上高割合が高く、産業構造上重要な産業となっており、
雇用と税収に大きく貢献。 

・市場近接型産業の食料品製造業のほか、プラスチック製品製造業、金属製品製造業等が集積している
が、工業団地を中心に、工業用地が運輸施設用地に転用される状況が見受けられ、製造業の事業者数、
従業者数、製造品出荷額は減少傾向。 

   
 

3．既存工業エリアの課題と方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 松戸市の産業振興に係る事項の整理 
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４．松戸市の立地環境条件・外部環境条件 
松戸市のインフラ整備状況や既存工業エリアの概要・現状、産業構造の都市間比較をもとに、市の立

地環境条件についての「強み（Strength）・弱み（Weakness）］、今後の産業振興にとって「機会
（Opportunity）・脅威（Threat）」と考えられる外部環境条件を整理する。 

＜強 み＞             ＜弱 み＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

＜機 会＞             ＜脅 威＞ 

 
 
 
 
  

１）本社の集積する都心から約 15～20kｍ圏に
位置する 

・ 上場企業の本社は東京都に半数以上が立地。
松戸市は都心から 15～20km 圏に位置し、本
社との近接性を活かした機能立地に強み。 

２）同一距離圏の他都市と比較して、工業地・商
業地の地価や賃料は手頃 

３）人件費(最低賃金)は東京都・神奈川県と比較
して割安 

４）人口が多く、雇用しやすい 

５）製造業に雇用・売上が集中 
・ 製造業の従業者構成比は県内比較都市で最も

高い。 

６）高い技術を有する企業や研究機関が立地 

７）特色ある工業団地 

８）付加価値が高い産業が集積 
・ 1ｈa 当たりの製造品出荷額等、付加価値額は

高く、生産効率が良く、かつ付加価値額が高い
産業が集積。 

１）製造業の活力が低下 
・ 市全体で事業所数や従業者数、製造品出荷額が

減少傾向。 
・ 工業団地を中心に、工業用地が運輸施設用地に

転用される状況。 
２）大規模な産業用地の不足 
・ 他都市と比較して大規模な産業立地が弱い。 
・ 既存工業エリアの低未利用地は、７割超が

1,000㎡未満の小規模な用地で、5,000㎡以上
の用地はほとんど存在しておらず、大規模な
産業立地が弱い要因は特に大規模な用地の不
足にある状況。 

３）厳しい市財政状況 
・ 投資的経費を増加させての産業振興は難しい

状況。 
４）近隣自治体より税収の伸びが低い 
・ 工場・倉庫・市場の評価決定額推移では、産業

用地を創出し、企業誘致を推進している自治
体との差が拡大。 

５）誘致支援制度は千葉市や船橋市に優位性があ
る状況 

６）地下水の利用が難しく、工業用水料金が割高 

１）近年の交通環境向上 

２）医療・福祉の成長 
・ 事業所数が 390、売上高が約 600 億円増加

(H24～H28)と全産業で最も成長。 
３）健康・医療ものづくり産業の振興 
・ 東葛地域では、医工連携拠点・産学連携拠点と

しての東葛テクノプラザ、次世代外科・内視鏡
治療開発センター（ＮＥＸＴ）等が整備。 

４）IT・コンテンツ産業の振興 
・ 民間主導で松戸コンテンツ事業者連絡協議会

が設立。「松戸市・柏市のコンテンツ産業」が
千葉県の地域産業資源にも指定。 

５）職住近接ニーズの高まり 
・ 新型コロナウイルス感染症の発生により、企

業ではテレワーク、在宅勤務の動きが加速。 

１）周辺都市との競合 
・ 市の強みである食料品製造業は、千葉市や船

橋市が事業所・従業者数・製造品出荷額構成比
いずれも上回り、競合関係。 

・ １都３県では、金属製品製造業で、松戸市の事
業所構成比で上回る都市が多く存在。機械器
具製造業は、東京都多摩地域や神奈川県内都
市の構成比が高い。 

・ 産業用地の整備も周辺都市で進む。 
２）将来の市内主要産業の衰退 
・ オリンピック・パラリンピックに伴う建設需

要の終了や人口減少に伴う住宅需要の低下に
よる建材の需要低下、環境問題意識からのプ
ラスチック容器・包装の使用回避による、金属
製品製造業やプラスチック製品製造業の衰退
が懸念。 

３）住工混在による市外移転等が懸念 
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前章において絞り込んだ分野を対象に、松戸市の特徴を生かせる産業分野を絞り込む。 

１．産業政策及び経済・社会動向からの絞り込み 
・海外に財を輸出する「製造業」と製造業の生産性や付加価値向上等のため進む第 4 次産業革命の中核 
を担う「情報通信業」を有望産業として整理。 

・国内および世界の需要予測として、国内需要が伸びる産業は「工作機械」、「ロボット」「医療機器」「主 
要電子部品」であり、研究・開発機能だけでなく、工場・生産機能の立地も期待できる。 

・「加工食品」「医薬品」は世界需要が伸びるため、研究・開発機能を中心とした立地が期待できる。 

２．松戸市の特徴からみた新産業拠点進出に適合する分野絞込み 
〇松戸市から見た立地企業の望ましい条件 

・質の高い雇用創出を生み出す分野 
・高い税収をもたらす分野 
・市内企業との相乗効果が期待される分野 
・市内経済への大きい波及効果が期待される産業分野 
 
〇企業から見た松戸市に進出する条件 

・工場用地として使える面積は小規模でも十分な機能
を果たせるか 

・地価の高さをカバーできる競争力を持っているか
（人材確保など） 

・都心への近接性を評価する分野 
 

 

 
政策
推進
分野 

成長性 
・ 

発展性 

市の立地環境
を踏まえた 
有望度 

有望度設定の考え方 

食料品 
製造業 

◎ 〇 ◎ 

消費地との近接性が重視される業種であり、１都３県における工場立地件数では、最も
多い。千葉市・船橋市と競合関係にあるが、１都３県内では千葉県が強みを有する分野
であり、進出地として高く評価されている。 
松戸市における製造品出荷額の推移でも他業種と比較して良好であり、市内産業への影
響度も１を超えるなど、経済波及効果も期待できる。 

化学工業 

◎ ◎ ◎ 

バイオ医薬品、再生医療の本格的な産業化を見据えた川下側の細胞培養・運搬・受託製
造等のデジタル化・AI 化の推進に伴う生産拠点が期待できる。松戸市内の医薬品製造業
の法人市民税収は高く、高い税収効果が期待できる。 
県内では市川市が優位にあることを活かして、生産拠点または関連研究施設の立地も期
待できる。現状では埼玉県(熊谷市・川越市・川口市)、川崎市の出荷額が高く優位にある
点に留意が必要。 

生産用機械
器具製造業 ◎ ◎ 〇 

日本メーカーのシェアは高いものの、生産拠点・研究開発拠点ともに海外現地との競合
となる点に留意が必要。千葉市や柏市において製造品出荷額が高いため、こうした企業
へ素材や部品・部材を提供する企業の誘致も期待できる。 

業務用機械
器具製造業 ◎ ◎ 〇 

生産拠点・研究開発拠点ともに海外現地との競合となる。医療・福祉分野の成長を活か
した、画像・光学診断等高度な診断・治療機器の成長が期待される。 
流山市において製造品出荷額が高いため、こうした企業へ素材や部品・部材を提供する
企業の誘致も期待できる。 

電子部品・
デバイス・
電子回路 
製造業 

◎ ◎ 〇 

パワー半導体は、日本企業がシェアも競争力も保っている分野と言われており、電気自
動車をはじめとする、 xEV （次世代車）の需要の大きな伸びに伴い、パワー半導体市場
の成長も期待されているおり、生産増強や研究開発が進む。 
現状では東京都多摩地域、神奈川県が優位だが、北千葉道路整備に伴う成田空港とのア
クセス性向上を活かした輸出拠点としての優位性があると考えられる。 

松戸市の製造業の各分野の有望度整理 

 

第３章  

金属製品、食品加工業などと連携
し、商品開発や技術革新を行う分野 
 

法人市民税、設備投資の固定資産
税、社員等の住民税の上昇が見込め
る分野 
 

松戸市民の新規雇用が見込める分野 

広大な面積を必要としない分野 
（中層階数の建物とすることが可能） 

人材確保がしやすい環境 
（教育環境、東京都心・駅に近い、 
利便性 等） 
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有望分野のまとめ 

今後の成長性・発展性 

政
策
推
進
分
野
・
テ
ー
マ 

(国
・
県
に
お
け
る
産
業
振
興
分
野
・
テ
ー
マ
) 

AI・
IoT 

先
端
技
術
開
発 

医
療
・
健
康 

松
戸
市
の
特
徴
・
松
戸
市
へ
の
効
果 

【特 徴】 
産業や主要
企業の集積 

【効 果】 

【特 徴】 
都心との近
接 

【特 徴】 
比較的小規
模な産業用
地 

【特 徴】 

②工作機械・ロボット(生産用機械器具製造) 
(成長性・発展性) 
工作機械は生産額が世界２位、ロボットは世界販売台数の
６割弱を日本メーカーが占める 
(立地可能性・効果) 
加工組立型の産業であり、松戸市に集積する金属製品製造
業との取引など、高い波及効果が期待できる 

④医薬品(化学工業) 
(成長性・発展性) 
高齢化の進展から、市場の成長が期待される分野 
(立地可能性・効果) 
市内に複数の医薬品製造業が立地。医薬品製造業の法人市
民税は食料品や金属製品といった市内主要産業よりも高
く、誘致・立地による税収効果が期待できる 

③医療機器(業務用機械器具製造) 
(成長性・発展性) 
手術支援ロボットやAI等を活用した診断支援、遺伝子検査や
ゲノム診断といったデジタル医療への対応が進む 
(立地可能性・効果) 
遺伝子検出・解析機器の国内主要メーカーであるプレシジ
ョン・システム・サイエンスが立地するなど、国内主要メー
カーの多くが都心周辺に開発拠点を構えており、開発環境
として優れている 

⑤食料品製造 
(成長性・発展性) 
健康意識の高まりから、市場の成長が期待される分野 
(立地可能性・効果) 
・市内には多くの食料品製造業が立地し、最大の消費地で
ある都心部に近接する強みを生かした誘致・立地が可能 

・千葉県内での新規立地も多く、地価の高さをカバーでき
る競争力を有している 

①電子部品・デバイス 
(成長性・発展性) 
市場成長機会が多く、日本企業の高いプレゼンスの維持が
期待できる分野 
(立地可能性・効果) 
セイコーインスツルが立地するほか、国内の主要メーカー
である TDKの研究所が市川市に立地しており、開発環境と
して優れている 
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１．調査概要 

企業側からみた市の立地環境評価（強みと弱み）や市への立地・集積可能性、新たな受け皿整備や優遇措
置の必要性等に関するニーズを把握するため、有望産業である製造業(工場・生産機能、研究・開発機能)と
情報通信業を対象としたアンケート調査を実施した。 

■調査対象：下表のとおり 
業 種 条 件 

製造業(6,065 社) 工場・生産機能(4,776 社) 売上高：10 億以上、評点：50 点以上 
本社所在地：東京都、埼玉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪
府、兵庫県、福岡県 

研究・開発機能(1,289 社) 

情報通信業(3,940 社) 売上高：３億以上、評点：48点以上、本社所在地：同上 

■調査方法：調査票を郵送し調査依頼。同封の調査票またはWebページから回答。 
■回 収 数：526件(回収率 5.3%、工場・生産機能 230件、研究・開発機能 75件、情報通信業 221件) 

２．調査結果 
【企業の課題】 
・「人材確保のしにくさ」が突出しており、誘致施策としても「人材確保・採用活動の支援」が重視。 
【新規用地選定の際に重視したい条件（工場・生産機能）】 
・「適切な敷地の確保」「自然災害リスクの低さ」「一般従業者の確保」「本社他社内拠点との近接性」「市場・
顧客との近接性」があげられる。 

【新規用地選定の際に重視したい条件（研究・開発機能）】 
・「本社他社内拠点との近接性」「適切な敷地の確保」「専門技能者等の人材の確保」「市場・顧客との近接性」
「首都圏等へのアクセス」があげられる。 

【松戸市の企業立地環境に対する評価】 
・「首都圏等へのアクセス」が突出。重視したい条件は工場で「適切な敷地の確保」「自然災害リスクの低さ」、 
研究所で「適切な敷地の確保」「専門技能者等の人材の確保」、情報通信業で「市場・顧客との近接性」が
あげられた。 

【企業誘致施策への要望】 
・「税制優遇・課税免除」「人材確保・採用活動への支援」「企業立地促進補助金の充実」の割合が高い。 
【松戸市への評価が高い企業に効果がある誘導施策】 
・「産業用地の確保・整備」「防災・BCP対策支援」「規制緩和(緑地面積率の緩和等)」の有意性が高い。 
【企業の立地ニーズ】 
・松戸市へ興味を示した企業は、工場・生産機能が 4社、研究・開発機能が 4社、情報通信業が 8社。 
・業種としては、食料品製造業、精密機械・医療機械器具製造業、電気機械器具製造業、化学工業の立地ニ
ーズが高い。 

・南関東エリアに今後想定される施設立地量は、工場・生産機能では 16ha、研究・開発機能では 23ha、情
報通信業では 2.5ha。 

 

 

 

第４章 企業ニーズ分析 
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１．新産業拠点及び立地業種のイメージの検討 

・地価水準から大規模な施設の立地は難しく、1 施設あたり１ha 前後の規模の立地可能性が高い。また
中高層化が可能な研究・開発機能を備えた施設の方が地価負担を軽減でき、大規模な用地確保が難し
い松戸市にあっても必要な規模を確保しやすい。 

2．産業用地の確保可能性の検証 

 

 

 

 

３．候補地の評価 
・企業立地ニーズ等を踏まえ、以下のフローで評価を行った。 
１）１次評価 

・アクセス環境（アクセス道路の規格・今後の道路整備予定、整備見通し） 
・土地利用規制（農業関連法規指定状況） 
・自然災害リスク 

2）2次評価 
・企業ニーズから見た立地のしやすさ（適切な敷地の確保、自然災害リスクの低さ、市場・顧客 
との近接性） 

・周辺環境から見た事業のしやすさ（首都圏等へのアクセス性、事業効率性（敷地形状、高低 
差、埋蔵文化財包蔵地、その他支障物件、新規インフラ整備） 

3）総合評価 
・北千葉道路とともに整備見通しが高く、整備後の幅員も十分に確保することが可能であり、高
潮や洪水による浸水、液状化の危険性が低い３エリアに絞りこんだ。 

 
候補地 開発面積 産業用地 総事業費 処分単価 評価 

④D 94,735㎡ 86,990㎡ 76.7億円 105,799円 事業所の移転が必要だが、造成し 
やすい敷地。 

⑤E 122,468㎡ 105,150㎡ 92.7億円 105,796円 
敷地は広いが、高低差処理や埋 
蔵文化財調査による事業費増加 
が懸念 

⑦G 77,202㎡ 71,290㎡ 74.0億円 124,600円 
アクセス良好だが、地価がやや 
高く、埋蔵文化財調査も必要。 

 

 

第５章 新産業用地の候補地、規模の整理・分析・評価 

市街化区域内の産業用地の確保可能性の検証 
                            

調査対象地：市街化調整区域のうち、まとまった土地を確保できる１０地区を抽出 
①A  ②B  ③C  ④D   ⑤E 
⑥F  ⑦G  ⑧H  ⑨I   ⑩J 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ 主な工業団地（北松戸、稔台、松飛台）の土
地利用状況 

・大規模な空き地が少なく、周辺には住宅地が
広がる⇒新たな産業用地の確保が困難 

◆ その他の工業エリア（主に準工業地域指定エ
リア）の土地利用状況 

・工業用地周辺は商業用地や住宅用地が混在 
⇒まとまった土地の確保が困難 
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１．松戸市の産業政策における新産業用地創出の効果 
新産業用地を整備し、工場や研究所が誘致・立地された場合に市に及ぼす経済波及効果や雇用・税収

効果を算出した。推計は、新産業用地の創出と企業の誘致・立地までの「稼働前」の効果(経済波及効
果、雇用効果、税収効果)と、施設が完成した「稼働後」の効果(雇用効果、税収効果)で行った。 

 稼働前 稼働後 
 

雇用効果 税収効果 
経済波及 
効果(総合
効果) 

雇用効果 
税収効果 経済波及効果 

(総合効果) 立地企業
内雇用 

市内波及
雇用 

工 場 2,900～
3,800人 

4.2～4.7 
億円 

360～470 
億円 

700～
2,400人 

950～
2,800人 

4.1～6.0 
億円 

310～590 
億円 

研究所 4,500～
6,100人 

5.2～6.5 
億円 

560～770 
億円 

2,300～
3,400人 

150～
220人 

5.5～10.8 
億円 

30～95 
億円 

物流施設 4,500～
5,000人 

5.2～5.6 
億円 

560～630 
億円 1,300人 2,300人 

程度 
4.1～4.5 

億円 
280億円 

程度 

＜各施設が立地後に市に及ぼす効果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜新産業用地創出の必要性＞ 
推計の前提となる、企業進出の平均的な敷地面積は規模の小さな研究所においても 5,000 ㎡程度で

あるが、これに相当する規模の用地は既存の工業エリアではほぼ確保できない。 
企業ニーズとして、より社内拠点のある都市との近接性を有し、災害リスクの低い用地を重視する

傾向が見られることから、こうしたニーズに適切に対応するためには、新たに産業用地を創出する方が
効果的である。 

 

第６章 まとめと今後の検討課題 

工 場 

・ 稼働後の製品製造を通じた市内企業への経済・雇用の波及効果が期待できるため、
稼働後の立地効果は最も大きい。 

・ 稼働後も断続的に設備投資が行われるため、長期的な税収効果も物流施設より高い
と期待できる。 

・ 産業分野別に見ると、業務用機械器具製造業(医療機器)や医薬品製造業は、法人税
額や経常利益率が高く、特に法人市民税での税収効果が高い。食料品製造業は労働
集約型の産業であるため、高い雇用効果が期待できる。 

 

研究所 

・ 工場よりも設備の固定資産税が税収に占める割合が高く、長期的な税収効果は高い
と期待できる。 

・ 企業の拠点施設であるため撤退・縮小リスクが小さいことから、市に安定的な立地
効果を生み出すと考えられる。 

・ 売上は少ないため、市内企業への雇用や税収の波及効果は小さい。 
 

物流施設 ・ 雇用及び施設の固定資産税・都市計画税による税収効果が見込まれるが、設備の固
定資産税が少ないため、長期的には税収効果が縮小していくと考えられる。 

 

積極的に誘致する施設としては、工場・研究所の誘致・立地が望ましい 
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２．誘致・立地実現のコンセプト・戦略 
松戸市が今後誘致・立地ターゲットの誘致・立地実現に向け、どのような取組みが必要かを考えるた

め、第１章の工場・研究所の立地動向、第２章の松戸市の強みと弱み、第４章のアンケート調査結果を
もとに、松戸市への誘致・立地ターゲットの誘致・立地の強みや機会となる要素とこれらに対応する誘
致・立地実現のコンセプト・戦略を整理する。 

松戸市を取り巻く現状 
松戸市への誘致・
立地の強みや機会
となる要素 

誘致・立地実現の 
コンセプト・戦略 

工 場 の
立 地 動
向 

１都３県では、市場近接型産業の
食料品製造業の立地が最も多く、
千葉県内での立地割合も最も高い 

市場近接型の産業
の立地に強みを有
している 

コ
ン
セ
プ
ト 

松
戸
市
の
工
業
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
資
す
る
環
境
の
充
実
・
強
化 

【戦略１】 
企業が立地しやすい
環境整備 

・近年の企業の立地動
向やニーズを踏ま
え、適切な産業用地
の確保を図る 

【戦略２】 
オープンイノベーシ
ョンの推進支援 

・製造業の純粋な技術
力のみで解決できる
余地は多くなく、か
つその余地もすべて
自前でまかなうこと
が難しくなってお
り、オープンイノベ
ーションの推進によ
り研究環境の整備と
市内製造業の競争
力・付加価値向上を
図る 

【戦略３】 
人材を確保しやすい
環境整備 

・企業の課題となって
いる人材確保を支援
し、働きやすい環境
を整備することによ
り、高度人材 (研究
者・技術者)や労働者
(パート等)が周辺に
多く存在する強みを
生かす 

本社・他の自社工場との近接性が
立地の主な理由となっている 

研 究 所
の 立 地
動向 

国内主要メーカーでは、生活利便
性の高い大都市に研究所を設置す
る動きが増加 

高度人材は、研究
環境だけでなく、
生活利便性も重視 

都心との距離や研究機関の集積が
立地に影響を与えている 

革新的な企業に適
した立地環境を有
している 外環道沿線・内側に研究所の８割

が立地 
松 戸 市
の強み 

本社の集積する都心から約 15～
20km圏に位置 

本社の集積する都
心との近接性を活
かした誘致に強み
を有する 

同一距離圏の他都市と比較して、
工業地・商業地の地価や賃料は手
頃 

松 戸 市
の弱み 

工業用地が小規模で、企業の誘致・
立地が用地規模により困難な場合
が存在 

企業の誘致・立地
に適した用地の確
保が求められる 

製造業の活力が低下 市内製造業の競争
力・付加価値を高
められる機能が求
められる 

厳しい市財政状況 市の財政負担を抑
制するため、企業
や研究機関の技術
資源、ノウハウを
活用した誘致・立
地の魅力づくりが
求められる 

誘致支援制度で千葉市や船橋市に
優位性がある状況 

企 業 
ニーズ 

人材確保が課題 
進出時には「本社他社内拠点との
近接性」「適切な敷地の確保」「専
門技能者等の人材の確保」を重視 
企業誘致施策として「税制優遇・
課税免除」「人材確保・採用活動へ
の支援」「企業立地促進補助金の充
実」が望まれている 
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コンセプト 

 

 

 

 

 

戦 略 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

〈フィージビリティスタディ〉 
これらの戦略のもと、進出する企業、開発事業者、市ともに経済的、制度的に実現可能性があるかを

検証した。 
  

【戦略１】 
企業が立地 

しやすい環境整備 

【戦略２】 
オープンイノベー
ションの推進支援 

【戦略３】 
人材確保しやすい 

環境整備 

・近年の企業の立地動向やニーズを踏まえ、適切な産業用地の確保を図
る。 

○魅力的な産業用地の確保  ○自然災害リスクの低減 

・製造業の純粋な技術力のみで解決できる余地は多くなく、かつその余地
もすべて自前でまかなうことが難しくなっており、オープンイノベーシ
ョンの推進により研究環境の整備と市内製造業の競争力・付加価値向上
を図る 

・企業の課題となっている人材確保を支援し、働きやすい環境を整備する
ことにより、高度人材(研究者・技術者)や労働者(パート等)が周辺に多
く存在する強みを生かす。 

○優秀な人材の確保・育成の支援 ○子どもの教育環境の強化 

 

人材確保支援 イノベーション支援 企業立地ニーズ対応 従業者の暮らし 

企業側の進出可能性  
・「千葉県産業用地整備事業」を最大限に
活用して補助を行った場合、候補地の処
分単価はおよそ 1.5 万/㎡低下し、一定の
競合力が生まれてくる。 

・政令指定都市を参考に人材の確保・育成
支援に取り組む場合、新産業用地の進出
企業に年間 4,800万の支援を行うことで
進出可能性を高めることができる。 

市側の誘致可能性  
・現行の立地支援制度で 7.3 億、新設支援
制度で 6.5 億、合計して 13.8億(3 年(度)
間)の投資が必要。 

・一方、新産業用地の固定資産税の増加や
進出企業や従業者からの税収は、14.2 億
(3 年(度)間) と推計され、補助期間の３年
(度)間で投資は回収できる。 Win-Win    

開発事業者の事業可能性 
・E地区(市街化調整区域のままでの開発)の場合、産業用地(約 10.5ha)の約 83％(約 8.7ha)が処分できた
段階で投資回収が完了。開発事業者の選定・用地の開発の段階から計画的に企業誘致を推進すれ
ば、分譲開始後速やかに投資を回収できると考えられる。 

・市街化区域に編入して開発する場合、投資額を回収するには、約 14.6ha以上の処分が必要とな
り、回収期間が長期化する可能性が高い。 
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３．事業化の手法・都市計画への反映 
【事業手法の検討】 
・既存工業エリアに企業立地・集積を図れる土地がない状況を踏まえると、事業期間短縮が重要であ
る。そのための手法としては、基本的には開発行為が望ましいと考えられる。ただし、地権者交渉
が困難な場合は、土地区画整理事業が優位となる場合がある。 

【都市計画手法】 
① 市街化区域編入と用地地域指定 
② 市街化調整区域での地区計画+開発許可 

【事業スキームの検討】 
・事業スキームの考え方としては、千葉県の新たな企業立地の促進に関する基本方針を踏まえ、民間が
用地確保、造成、分譲を行うことを前提とする。 
① 市が調査を行ったうえで、有望な候補地に対する提案を民間に公募する方式 
② 民間から産業用地整備の事業提案を募集し、候補地を選定する方式 

 
４．事業ロードマップ 

※開発行為による事業ロードマップ 
 1 年目 2 年目 3 年目 4 年目 5 年目 

松
戸
市 

都市計画・
農林調整 

都市計画区域マスタープランの変更 
(市街化調整区域の土地利用転換を位置づけ) 
松戸市都市計画マスタープランに 

候補地を位置付け  

市街化編入 
or 

地区計画の 
決定 

(市街化調整区
域として開発
する場合) 

  

開発事業者
募集 

審査会設置 
募集要項・審査基準作成 

公募・ 
選定 

県への 
補助申請 

   

進出事業者
誘致 

新たな誘致・立地施策の検討 開発事業者と連携した企業誘致の実施 

開
発
事
業
者 

事業者選定  事業提案    

進出事業者
誘致 

 
企業意向調査 

進出企業 
確保 

 
市と連携した企業誘致の実施 

埋蔵文化財
※包蔵地の
場合 

 
試掘調査 
発掘調査 

 
  

地権者対応  

 
 
 
 

計画説明 

 
用地買収 

 
 

個別交渉 

 
 
 
 

事業進捗報告 
 

設計・許可 
測量・調査 

 
現況測量 
概略設計 
地質調査 

 
開発許可 
詳細設計 

  

工事・分譲   造 成 造 成 分 譲 

 
 

地権者 
意向調査 
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５．松戸市における今後の工業のあり方の検討 
〈今後の工業のあり方〉 
有望産業の工場・研究所の誘致と情報通信業とのつながりの強化 
・既存事業者の生産性向上や既存工業エリアの有効活用を推進するとともに、新産業用地を創出し、雇用
や税収への高い効果が期待できる産業である「食品加工」「医薬品」「医療機器」「電子部品・デバイス」
「ロボット・工作機械」の工場や研究所、更には society5.0を実現するために必要となる情報通信業を
戦略的に誘致することが望まれる。 

新産業誘致と既存産業との交流機会拡大による市全体の発展・活性化 
・新産業用地への企業等の立地単体による雇用・税収の拡大とあわせて、市内外企業等との連携・交流を
促す場や機会を設けることが、既存産業の発展・活性化に必要であり、進出企業への立地メリットをア
ピールする上でも重要。 

 
 

〈工業の「量」から見た方向性〉   〈工業の「質」から見た方向性〉 
1)企業の誘致や既立地企業の拡充を促進する
新産業用地の確保 

・市内の産業用地は、ほとんど空きがなく、空き
用地の多くが小規模であるため、市内事業所の
拡張や新たに市内への進出を希望する企業等の
ニーズに十分応えることができない状況。 

・市内の産業系土地利用面積や割合は、周辺都市
と比較して小さく、供給量としても不足。 

・産業系土地利用が可能な用地の確保について、
今後検討が必要。 

2)既存工業エリアの有効活用 
・企業立地促進補助金の活用や、緑地面積率の緩
和等が効果的。 

・工業団地内の駐車場や資材置き場、生産緑地に
ついて、産業用地承継奨励金の利用促進などに
よる有効活用も必要。 

3)有望な技術者・研究者の確保 
・市内の企業が求める、学生等の人材との交流・
情報交換及びマッチング機会の創出や市内企業
の情報発信などの人材確保に対する支援が今後
必要。 

 1)市内工業団地のリニューアル 
・企業立地促進補助金、設備投資補助金、地域未
来投資促進法や生産性向上特別措置法のスキー
ム等を活用した支援等を活用が必要。 

2)市内企業の生産性向上 
・製造業で重要となっていくスマートファクトリ
ー化に向けた取組みや、市内の企業の有望産業
に関する新たな設備投資や事業転換に対する支
援が必要。 

3)技術者・研究者の技術研鑽 
・技術研鑽の先進性や有望性を判断した上で、必
要な費用等を支援することが必要。 

4)オープンイノベーションの推進 
・新規立地企業だけでなく、市内企業の研究開発
力や新たな事業・取引先づくりにおいても有効
であり、今後推進が必要。 

5)未整備都市計画道路の整備推進 
・市内企業の円滑な事業展開、新たな企業立地の
受け皿確保のうえで、未整備都市計画道路の整
備推進が必要。 

 

〈今後の検討課題〉 
1)工場・研究所の立地促進 地区計画の活用、地価が高くても事業が成立する業種の立地 等 
2)戦略的な企業誘致 銀行、デベロッパー、不動産会社等との連携強化 
3)コンセプトの明確化 『東葛地域の健康・医療ものづくり中枢拠点の実現』『松戸市の工業のイノベー

ション推進』を基本とした産業用地の創出 
4)庁内体制の充実 全ての部署の主体的かつ積極的な事業への関与 
5)乱開発の防止 新たな産業用地の整備による周辺地域の乱開発の防止 
6)近隣住民への配慮 土地利用ゾーニングによる住み分け、産業系と住居系の交通動線の分離 等 
7)地権者の意向 地権者に対しての意向調査の実施、地元代表者との意見交換と住民・地権者への計画説明 等 

 

実現に向けて 


